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Executive Summary

現在、放送局は放送する番組の番組制作のほとんどを外部の番組制作会社に委託している。しかしながら、放送局と番組制作会社の取引において、しばしば番組制作会社が経済的に不利な状況に置かれていることが指摘されている。具体的な事例としては、放送局による放送番組の買い叩き、交渉なしで番組の著作権が放送局に帰属する、などが挙げられる。本報告書においては、このような状況が発生している原因を、放送市場の構造及び放送政策の観点から検証していく。
　放送番組制作市場の現状として、極端な需要寡占の状態に陥っている点が本報告書の調査により明らかとなった。放送産業において規模の半分を占めているのは地上波放送局である。また、地上波放送局は系列化が進んでおり、地方局において放映される番組の約9割が系列キー局から供給されているため、実質的に番組制作の需要者として数えられる放送局は限られている。特に、東京ではキー局5社に対して番組制作会社が約500社存在する競争構造になっており、放送局が取引上圧倒的に優位な立場にあることが示唆された。
　次に、このような市場構造が生まれた原因として、放送政策の検討を行った。その結果、「放送普及基本計画及び放送電波使用基本計画」や「ハード・ソフト一致原則」などによって、放送局の参入数が抑制されていることが一因であることが示唆された。
　最後に解決策案として、①放送局系列化を解消させるためのマスメディア集中排除原則の徹底、②BS・CS放送における新規事業者の参入促進、③通信と放送の融合の促進による放送コンテンツのチャンネル増加、④地上波放送局の番組編成部門と放送部門の解体を挙げた。今後の課題としては、以上の解決策案の精緻な検討及び評価が挙げられる。
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１．はじめに

　現在、放送局が放送する番組の番組制作のほとんどを外部の番組制作会社に委託している。しかしながら、放送局と番組制作会社の取引において、しばしば番組制作会社が不利な状況に置かれていることが指摘されている。具体的には、制作された放送番組に対する買い叩き、発生する著作権の無条件での放送局への帰属などである。関西テレビの番組捏造事件についても、放送局による一方的な制作費の減額が事件の一因にあると指摘されている
。そこで、本報告書においては、放送番組制作会社が放送局との取引において経済的に不利な立場に立たされる原因について探っていく。
　本報告書の構成は以下の通りである。第二章では、現在の放送市場について概観する。第三章では、当該問題への一つの切り口として日本の放送政策を概観する。第四章ではまとめとして、本稿で明らかになった放送政策の問題点、今後の研究の方向性、そして解決策案の提示を行う。
２．放送市場の現状
2.1　放送局の概略
放送と一口に言っても、番組が流れる経路によって様々な種類のものがある。下表は、放送事業者の種類を表にまとめたものである。
表2.1: 放送事業者の概況
	事業者の種類
	適用法
	参入
	事業者数
	代表的な事業者

	地上放送事業者
(キー局、 ローカル局)
	電波法

放送法
	無線局開設
に係る免許
	196
	○日本テレビ
○東京放送

	BS (アナログ) 
放送事業者
	電波法

放送法
	無線局開設
に係る免許
	1
	○WOWOW

	BS(デジタル
放送事業者
	委託放送事業者
	放送法
	認定
	14
	○BS日本
○ビーエスフジ

	
	受託放送事業者
	電波法

放送法
	無線局開設
に係る免許
	1
	○B-SAT

	CS放送
事業者
	委託放送事業者
	放送法
	認定
	77
	○ジェイ・スポーツ・ブロードキャスティング

	
	受託放送事業者
	電波法
放送法
	無線局開設
に係る免許
	2
	JSAT
宇宙通信

	
	衛星役務利用
放送事業者
	電気通信
役務利用
放送法
	登録
	45
	○ウォルトディズニー・ジャパン
○ブルームパーグ・エル・ピー

	有線
テレビジョン
放送事業者
	有線テレビジョン

放送施設者
	有線
テレビジョン
放送法
	施設設置許可
(業務は届出)
	538
	○ジェイコム東京
○テプコケーブルテレビ

	
	上記以外の

有線テレビジョン

放送事業者
	有線
テレビジョン

放送法
	届出
	59
	○諏訪市

	
	有線役務利用

放送事業者
	電気通信
役務利用
放送法
	登録
	16
	○東京ベイネットワーク

	出典: 通信・放送の在り方に関する懇談会「放送の現状」(第3回配布資料)2006.2.7より作成


下表は、各事業者系統の規模の推移を示したものである。指摘できる点として、地上系放送事業者がほぼ半分以上を占めている。また、湯浅等[2006]によると地上系放送事業者の売上げのうち、約半分は在京キー局が占めている。
グラフ2.2: 放送局の市場規模
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出典: 情報通信白書2008年度版
2.2　地上波放送局の現状
下図は、地上波放送局とそれを取り巻く環境を示したものである。
図2.3: 地上波放送局の取引関係

[image: image2]

キー局はCMの広告費が主たる収入源となっている。コンテンツ(放送番組) については自社で制作することもあれば、番組制作会社に委託することもある。この点については後述する。また、地方局であるが、主たる収入源はネットワーク収入である。これは、系列キー局から番組を受け入れて放送する対価となるものである。
日本における地上波放送局は、「番組制作事業」と「伝送事業」の2部門からなる垂直統合の形態を採っている事が特徴である。「番組制作事業」は放送する番組を制作する部門であり、「伝送部門」は制作した番組を実際に各世帯へ配信する部門である。下表は植田・三友[2003]から引用した、両部門の特徴についてまとめたものである
。
表2.4: 放送局の事業別の特徴
	
	番組制作事業
	伝送事業

	固定費用
	低水準
	高水準

	変動費用
	場合によって高水準
	低水準

	利益
	局によって異なり不安定
	安定

	競争度
	高水準
	低水準


出典: 植田・三友[2003]
次に番組制作事業について細かく見てみよう。湯浅等[2006]によると、地方局の番組自主制作比率は、半数以上の会社は10%未満となっている。外部からの調達はほぼ100%で系列キー局から供給されている。一方、キー局の方は自主制作比率が90%となっている。しかしながら、ゴールデンタイム(19時から22時)の番組の約七割には外部制作会社が関与している。すなわち、現在の放送局の番組調達においては、外部の番組制作会社が重要な役割を果たしていることが読み取れる。
2.3　番組制作会社の現状

放送番組制作会社(以下制作会社)とは、放送局からの依頼を受けてCM・テレビ番組などの放送コンテンツを制作している事業者である。特徴としては、分野横断的な総合会社は少なく各分野に専門特化している。2008年日本民間放送年鑑によると、現在全国で1199社存在する。そのうち、約半数の581社が東京都に所在している
。
　湯浅等[2006]によると、制作会社は、テレビの急速な普及に伴う放送局の外部発注ニーズの高まりとともに誕生した。具体的には、①ニュースなどの取材を専門とする制作会社、②劇場用映画興行の不振による映画会社のテレビ番組制作への進出、③テレビ局では制作できない、時代劇・アニメ・特撮などの番組確保、以上3つがあいまって、初期の制作会社は生まれた。劇場用映画系列、テレビ局系列、新聞社系、大手広告会社が中心であり、アニメにおいては東映動画、虫プロ、円谷プロが挙げられる。そして、1970年代になると、「テレビマンユニオン」を契機として、「テレパック」、「IVS制作」、「イースト」といったようにテレビ局のディレクターたちの独立により急激に増加していった。
　制作会社の大半は、中小事業者である。2008年の「放送番組制作業実態調査」によると、資本金5千万円未満が全体の80.2％、従業者100人未満が全体の92.6％を占めている。
2.4　番組制作会社の経済的状況

番組制作会社は放送局との取引において、不利な状況に置かれる、不当な扱いを受けることが指摘されている。本節では公正取引委員会[2009]及び総務省[2009]で取り上げられている実例を基にして、彼らが直面している現状について説明していく。
公正取引委員会[2009]では、アニメーション会社へのヒアリング結果から、事業者が直面している課題について整理している。放送番組会社とは厳密には異なるが、アニメーション産業も6割超が資本金1000万円以下の中小企業が中心であり、また、放送局等のメディアから委託を受けて制作を行っている点で非常に類似している。総務省[2009]では放送番組制作会社へのヒアリングを基に、放送局との取引において発生した問題について取り上げている。どちらの報告書においても、発生している問題は非常に類似している。その中で代表的と考えられる事例について、以下で見ていこう。
　一つ目が、発注書・契約書が交付されない点である。放送番組の取引において発注時点では書面が交付されないことが多く、また交付されたとしても金額については口頭伝達になることが発生している。公正取引委員会[2009]の調査においては、アニメーション制作会社間の再委託取引において、必ず紙面交付が行われているのがわずか17.1%という結果が報告されている。
　二点目が放送局による番組の買い叩きである。主として、放送局が「通常支払われる対価」
よりも著しく低い価格で番組を買い取ることを指す。具体的には、ある制作会社が継続的に請け負ってきた番組の制作費について、必要経費が変わらないのにも関わらず一方的に大幅減額するという事例が挙げられる。下請法においては、親事業者の予算単価のみを基準として、一方的に通常の対価より低い単価で下請代金の額を定めることは買い叩きに該当する可能性があるとされている。
　三つ目が著作権の帰属についてである。具体的な事例としては、一時間ドラマを製作会社が完パケ
で放送局に納入したにも関わらず、著作権の対価・帰属に関する協議がないまま放送局に著作権が帰属してしまうケースである。公正取引委員会[2009]では、従来のような放送局とアニメーション制作会社1対1の取引において、著作権の帰属先は2分の1が放送局、4分の1は放送局と制作会社の共有となっていると報告されている。また、近年よく用いられている製作委員会方式においては、製作委員会に出資しない限り、著作権が発生しない。

以上に挙げた行為は独占禁止法上の「優越的地位の濫用
」への該当、及び下請法に反する可能性が高い事例である。これらの問題に対して、総務省において「放送コンテンツの製作取引適正化に関するガイドライン」を制定するなどして対策を行っている。
3．放送分野における規制・政策の検討
第2章において、放送番組市場は放送局少数・制作会社多数の需要寡占の市場構造になっている事が明らかとなった。東京における放送番組需要者は実質的に在京キー局5社であり、それに対して東京には約500社番組制作会社が存在している。このような状況が制作会社が取引上不利な立場に置かれてしまう要因のひとつであると考えられる。

このような市場構造を生み出した一因として、我々は現在の放送政策について検討を行う。ここでは、放送局の参入規制に関して簡単に概観し、放送政策と現在の放送番組制作市場の構造との関連を考察する。

3.1　放送の法制度

　ここでは放送の法制度に関して簡単にまとめる。最初に放送・通信の法制度に関してまとめた表を以下に示す。

表3.1: 放送・通信の法制度

	
	有線
	無線

	基本法
	有線電気通信法

・有線電気通信設備の設置及び使用を規律、有線電気通信に関する秩序を確立
	電波法

・電波の公平かつ能率的な利用の確保

	電気通信
	電気通信事業法

・電気通信事業の運営を適正かつ合理的なものとするとともに、その公正な競争を促進
・電気通信役務の円滑な提供を確保するとともに、利用者の利益を保護、電気通信の健全な発達及び国民の利便の確保

	
	日本電信電話株式会社等に関する法律

・日本電信電話株式会社等による適切かつ安定的な電気通信役務の提供の確保、電気通信の基盤となる電気通信技術に関する研究

	放送
	有線テレビジョン放送法

・有線テレビジョン放送の施設の設置及び業務の運営の適正化
・有線テレビジョン放送の受信者の利益を保護、有線テレビジョン放送の健全な発達
	放送法

・放送を公共の福祉に適合するように規律、放送の健全な発達

	
	有線ラジオ放送業務の運用の規正に関する法律

・有線ラジオ放送の業務の運用を規正
	

	
	電気通信役務利用放送法

・電気通信役務を利用して放送を行うことの制度化


出典: 通信・放送の在り方に関する懇談会第１回配布資料｢通信・放送の現状｣2006.1.20, p.26.

<http://www.soumu.go.jp/joho_tsusin/policyreports/chousa/tsushin_hosou/pdf/060120_sa.pdf>より作成
　
我々が今回問題にする放送分野においては、電波の公平かつ能率的な利用の確保を目的とする電波法を根拠として、放送電波の割り当て、マスメディア集中排除原則、外資規制などの規制が設けられている。また、放送を公共の福祉に適合するように規律し、放送の健全な発達を促す事を目的とする放送法を根拠として、様々な規制が設けられている。具体的には、放送局の参入規制、コンテンツ規制、料金規制、NHKに関する規制、受託・委託放送制度が設けられている
。今回の事例調査では参入規制に注目する。次節において放送局の参入規制を解説する。

3.2　放送局の参入規制

　この節では、放送局の参入規制に関して述べる。本稿で着目する放送局参入に関わる規制は以下の二つである。

· 放送普及基本計画及び放送電波使用基本計画
· ハード・ソフト一致原則

以下よりそれぞれの参入規制に関して簡単に解説し、放送局参入を妨げている理由を述べる。

●放送普及基本計画及び放送用周波数使用計画

　日本では電波の有限希少性等の観点から、電波割り当てに関して参入規制が行われている。電波を利用する放送では、放送普及基本計画により各放送対象地域における放送系の数の目標が設定されている。電波利用を行う地上波放送事業者、受託放送事業者に対し、放送普及基本計画と放送用周波数使用計画で定められる放送局の枠内で免許付与が行われる形となっている
。放送普及基本計画及び放送用周波数使用計画は、参入企業数の数的な制限を設けるものであり、この点で放送局の参入を困難にさせる原因の一つであると考えられる。

●ハード・ソフト一致原則

　ハード・ソフト一致原則とは、伝送路と番組の配信を一体として、電波の割当を通じた免許の付与が行われる原則の事である。つまり、この原則は番組制作事業と伝送事業を統合した形で放送局が参入する事を要求する。地上波放送局に関しては、本原則が適用される。ハード・ソフト一致原則は、参入者に対して参入段階における重い固定費負担を強いる。この点で放送局の参入を困難にする原因の一つであると考えられる。
　CS放送の分野では、ハード・ソフト分離を意味する委託受託放送制度の導入によりコンテンツ分野への参入を容易にし、結果CS放送における多チャンネル化の基盤を築いたとの報告がある
。

3.3　放送の参入規制と番組制作市場との関連性

　調査を踏まえての我々の主張を述べる。上述したように放送番組制作会社の数と放送局の数には著しい差があるのが現状である。放送局の参入規制により、現在の放送番組制作市場における放送局の需要寡占状況が作り出されているとすれば、現在の放送政策と番組制作市場における市場構造は無関係ではない。従って、放送政策の是正による何らかの解決策が必要であると考えられる。

4．まとめ及び今後の研究の方向性

4.1　本稿での発見及び研究課題

最初に今後の研究課題を述べる。また、本稿の研究課題に取り組む中で発見した事実に関して簡単に紹介し、最後に設定した問題に対する解決策案を提示して本稿を閉じる。解決策の発案と分析は主に後期事例研究での中心的内容となる。

4.2　後期に向けた課題

　後期の課題を4点述べる。

<課題1>　解決策の選定及び評価

現在の放送番組制作市場の需要寡占状況を改善する政策案を提示する。政策評価指標を作成し、解決策の比較評価を目標に今後は研究を行う。放送局が参入促進された結果、評価指標がどの様に変化するかを分析するため、市場構造をモデル化し数値シミュレーションを試みる事も検討している。

<課題２>　海外の放送産業及び政策調査

　海外の放送産業及び放送産業の規制に関する調査を行う。放送政策の調査は本事例研究の解決策を提示する上で参考になると見ている
。

<課題３>　その他の論点の整理

　放送番組制作会社の親会社の有無、その親会社の種類（放送業もしくは放送業以外）によって放送番組制作会社の経営状況に違いが発生する事を発見した。その点に関して後期に調査を進める。この点に関してAppendix3で詳細に述べる。
<課題４>　データの入手

　解決策案の分析、そして課題３に取り組む過程で放送番組制作会社と放送局の経営状況が把握できるデータが必要になる見込みである。従って、データの入手が課題となる。
4.3　放送政策市場を改善する具体的な解決策案

　現在検討中の放送番組制作市場の構造を変化させる解決策を述べる。基本的な方向性は放送番組制作会社の財の買い手を増加させる方向で発案する。なお、解決策による弊害は議論し尽くされていないため、今後発生する弊害を評価に含めた解決策の評価が必要となる。

<解決策案１>　マスメディア集中排除原則の徹底

　現在のマスメディア集中排除原則は形骸化しているとの意見がある
。排除原則の徹底を行い、番組編集と放送における現在の放送局系列化を解消させる。結果として、地上波放送市場における番組の買い手が増加する可能性がある。
<解決策案２>　BS・CS放送事業者の参入促進

　BS・CS放送事業への参入促進を行う。その際に既存の放送局が出資する事業者以外の参入を認める。
<解決策案３>　通信と放送の融合

　放送と通信の融合により放送コンテンツを流すチャンネルが増加する可能性がある。その結果番組の買い手が増加する可能性がある。従って、放送と通信の融合を積極的に促進する施策を行う。
<解決策案４>　地上波放送局のハード・ソフト解体

　現在の地上波放送局の番組編成部門と放送部門を解体する。放送編集部門に現在の制作会社の参入を許可する。放送部門を政府が規制し、放送枠を適正に配分する。この案は現在のCS放送の様に委託・受託関係に接近させるものと言える。

Appendix1　放送局の費用関数推計に関する実証研究
　Appendix1では、日本における放送局の費用関数推計に関する実証研究のサーベイを行う。具体的には、以下の3本を取り上げる。
· 植田康孝・三友仁志「放送業界における統合の効果に関する実証的分析」『平成14年度 情報通信学会年報』,2003
· 植田康孝･高橋秀樹･三友仁志「放送事業における規模の経済性の検証」情報通信学会誌　Vol21 No.2,3 2004年

· 植田康孝、三友仁志、「マスメディア集中排除原則見直し議論に関する実証分析」、『日本社会情報学会学会誌』Vol.19,No.1,2007、pp.59-69.
植田・三友[2003]におけるリサーチクエスチョンは以下のものである。現在の放送局は「番組制作」と「伝送」を統合して供給している。そこで、費用関数を推計することで、両部門を同時に運営することによる「統合の経済性
」、及び放送局事業における「規模の経済性」の確認を目指している。
生産物を「番組制作部門」と「伝送部門」とし、投入要素を「労働」と「資本」としている。費用関数をトランスログ型に展開して推計を行っている。用いたデータは　有価証券報告書を提出している放送局のうち、東京キー局と独立UHF局を除く地方系列局35局の平成11年度および平成12年度のものである。

分析結果としては、まず放送事業による規模の経済性が確認された。一方、統合の経済に関しては、予想に反して確認されなかった。すなわち、地方局においては番組制作事業と伝送事業の間には共通費用が存在しないと考えられる。

また、分析結果のインプリケーションとして、規模の経済性の存在から番組制作と伝送を垂直分離し、前者を競争化政策、後者を規模の経済のためにシェアリングする政策の有効性を提言している。そして、統合の経済性の不在から、放送局の高い収益性は費用の補完性による効率化に起因するものではなく、事業統合による交渉力の強さに起因するのではないかと指摘している。
植田・高橋・三友[2004]においては、近年地上波放送のデジタル化に対応すべく、経営の厳しい地方局は統合によって経営の効率化を図るべきという議論が起きており、その議論の前提となる規模の経済性の推計を行っている。

具体的には、トランスログ型に展開した費用関数の推計を行っている。費用関数の生産物としてテレビ事業収入、投入要素としては人件費・資本費・物件費
を用いている。データは、在京キー局と独立UHF局を除いた37から39局の平成9年度から平成12年度分のパネルデータを用いている。また、地域ごとにわけて推計を行い、各地域における規模の経済性の有無を確認している。
分析した結果、北海道エリア、東北エリア、北陸エリア、中国エリア、四国エリア、九州エリアにおいて規模の経済性が存在することが確認された。マスメディア集中排除原則緩和によって、地域局の統合を図ることが有効ではないかと指摘している。
　植田・三友[2007]では植田・高橋・三友[2004]を発展させて、放送区域の拡大による規模の経済性についての検証を挙げている。
生産物として各放送局の放送区域(放送エリアの面積)を用いており、投入物要素は植田・高橋・三友[2004]と同じである。データは有価証券報告書を提出している38放送局（1999年から2000年）と37局(1997年から1998年)
のUnbalanced Panelデータを用いている。
得られた結果として、生産要素としてエリア面積を用いても規模の経済性が存在している点が指摘されている。これは、マスメディア集中排除原則緩和を肯定する結果であると考えられる。
Appendix 2　放送局と番組制作業の関係に関する先行研究

放送局と番組制作会社の関係に着目している研究として挙げられるのは田中等[2007]である。田中等[2007]では、日本においてメディア産業における寡占状況がコンテンツ産業の非効率性を生み出しているのではないか、という仮説を実証分析によって検証している。
研究の特徴としては、過去の研究ではメディアの多様性に着目したものが多いのに対して、生産性に焦点を当てている。また、コンテンツ産業とメディア産業の関係に着目し、メディア市場の競争度及びコンテンツ市場の競争度が互いの市場にどのような影響を与えているかを分析している。
具体的な手法としては、競争指標を導入した生産関数の推計を行っている。これは、全要素生産性の部分をHHIなどの競争指標やその他の指標で説明するアプローチである。放送局については総務省の「通信産業基本調査」の個票データ、番組制作業については総務省「通信関連業実態調査」の「放送番組制作業」個票データを用いている。

分析結果は以下の通りである。まず、放送局の競争状況は番組制作会社の生産性には有意な影響を与えていない点が指摘された。次に、番組制作業の競争状況が番組制作会社の生産性へ与える影響であるが、これには二つの影響のチャネルが考えられる。一つ目がプラス効果として制作業の競争が制作会社の生産性を直接的に上昇させるチャネルである。また、競争が活発ゆえ、制作会社の対テレビ局の相対的交渉力が低下する効果も考えられる。これは見せかけ上の生産性の低下であると考えられる。OLS推計では生産性に対して5%有意でマイナスの効果であった。しかしながら、固定効果モデルで推計したところ、生産性に対して5%有意でプラスの効果が得られた。これは番組制作局の「相対的交渉力」を固定効果モデルで捨象しているためであると考えられる。

Appendix3　放送番組制作業実態調査からの分析

　

A3.1 Appendix3の位置づけ

　テレビ局の参入促進によるテレビ局の配信市場における厚生変化を分析する事、そしてテレビ局と制作会社との取引市場における厚生の変化、そして制作会社の受け取る制作費の変化を分析する事が我々の事例研究の現時点での課題である。

上述の課題設定の下、本事例研究の調査を進行する過程で制作会社に関する興味深い事実が発見された。この事実は我々の課題とは直接関連するとは必ずしも言えないものの、発見した事実は研究対象とするに値すると考えられる。従って、その事実を紹介し、その事実の背景にある仮説を提示するのがこの章の目的である。
A3.2 制作会社の経営状況比較

　我々の注目した事実は、親会社のある制作会社と親会社の無い制作会社の経営状況に顕著な違いが見られることである。また、興味深いのは制作会社が所属する親会社の種類（親会社が放送業かそれ以外）によって制作会社の経営状況に違いが見られる事である。これ以降は、総務省作成の｢平成20年度放送番組制作業実態調査統計表｣を基に経営状況の違いを議論する。

＜論点１＞「親会社(放送業以外)あり」 の特殊性

　放送業以外の親会社がある制作会社の年間一人当たり平均給与がかなり高い事が判明した（表A3.1）。

表A3.1
	放送番組制作業務における従業者一人当たり給与総額
	集計数
	（万円）

	親会社（放送業）あり
	54
	477

	親会社（放送業以外）あり
	16
	572

	親会社なし
	　
	144
	402


出典: 総務省平成20年度放送番組制作業実態調査統計表を基に筆者作成

以下より、（人件費）＝（労働分配率）×（付加価値額）÷（従業員数）の式に注目し、人件費（給与）を要因分解して各要素に注目する。最初に付加価値額に注目する（表A3.2）。

表A3.2
	付加価値額（一社あたり平均）
	集計数
	（万円）

	親会社（放送業）あり
	64
	528

	親会社（放送業以外）あり
	18
	737

	親会社なし
	　
	127
	274


出典: 総務省平成20年度放送番組制作業実態調査統計表を基に筆者作成

表A3.2から言える事は、親会社なし、親会社（放送業）ありより親会社(放送業以外)ありの付加価値額が高い事である。次に労働分配率のデータに注目する（表A3.3）。
表A3.3
	労働分配率（人件費/付加価値額）
	（％）

	親会社（放送業）あり
	91.0

	親会社（放送業以外）あり
	86.4

	親会社なし
	　
	88.1


出典: 総務省平成20年度放送番組制作業実態調査統計表を基に筆者作成
表A3.3から言える事は、親会社（放送業以外）ありの付加価値に占める労働分配率が他の制作会社と比較して特に高いとは言えずむしろ低水準である事である。次に雇用者数についてのデータを提示する（表A3.4）。
表A3.4
	平均従業員数
	集計数
	（人）

	親会社（放送業）あり
	97
	45.7

	親会社（放送業以外）あり
	27
	44.6

	親会社なし
	
	210
	33.3


出典: 総務省平成20年度放送番組制作業実態調査統計表を基に筆者作成
表A3.4から言える事は、一社あたりの従業員数が親会社（放送業）あり、そして親会社（放送業以外）ありの制作会社の間で特に人数に違いは無い事、さらに親会社がない制作会社の従業員数は他の制作会社に比べて少ない事である。以上の分析により、付加価値額が大きいことが制作会社間の給与の違いに影響していると考えられる。親会社（放送業以外）ありの行っている制作業の付加価値が高い事の分析をさらに進める。
（付加価値額）＝（付加価値率）×（売上高）の式に要因分解する。最初に付加価値率を見てみる（表A3.5）。

表A3.5
	付加価値率（付加価値額/売上高）
	集計数
	（％）

	親会社（放送業）　
	64
	24.1

	親会社（放送業以外）あり　
	18
	18.2

	親会社なし
	　
	127
	19.6


出典: 総務省平成20年度放送番組制作業実態調査統計表を基に筆者作成
表A3.5より、付加価値率は親会社（放送業以外）ありが一番低いといえる。次に売上高を見てみる（表A3.6）。

表A3.6

	一社平均売上高（平成19年度実績）
	集計数
	（百万円）

	親会社（放送業）あり　
	97
	1,737

	親会社（放送業以外）あり　
	25
	3,151

	親会社なし　
	206
	1,408


出典: 総務省平成20年度放送番組制作業実態調査統計表を基に筆者作成
表A3.6より、親会社（放送業以外）ありの一社平均売上高が格段に高いといえる。従って、次の節で親会社（放送業以外）ありの一社平均売上高が高い事の仮説を挙げてみる。
＜論点２＞放送会社との契約

親会社(放送業)と親会社なしの間で、契約における書面発注率に顕著な差が見られる（表A3.7)。二次利用に関して、親会社(放送業)ありの場合、「合意によって可能」の比率が高い。

一方、親会社(放送業以外)および親会社なしでは、「放送会社に握られている」の比率が高い（表A3.8）。
表A3.7
	　
	集計数
	契約における書面発注率

	親会社（放送業）あり
	65
	83.1

	親会社（放送業以外）あり
	22
	71.8

	親会社なし
	156
	52.3


出典: 総務省平成20年度放送番組制作業実態調査統計表を基に筆者作成
表A3.8
	　
　
	集計数
	二次利用条件（重複あり）

	
	
	自社の意向のみで展開可能（放送局の了承は不要）
	自社と放送局の双方が、一方の意向のみで展開可能
	自社と放送局の合意により展開可能
	放送局の意向によってのみ展開可能

	親会社（放送業）あり
	45
	2.8
	0.1
	79.0
	18.0

	親会社（放送業以外）あり
	13
	9.1
	-
	29.7
	61.3

	親会社なし
	94
	3.3
	2.7
	30.3
	63.7


出典: 総務省平成20年度放送番組制作業実態調査統計表を基に筆者作成
A3.3 比較を踏まえての仮説作成

前節で議論した論点１の現象が発生している原因の仮説を議論する。原因として、「親会社（放送業以外）ありが行っている放送番組制作業以外の事業内容に特徴があり、それが売上高の大きな違いを生んでいる」事が考えられる。最初に放送番組制作業以外の事業内容の一部に注目する（表A3.9）。
表A3.9
	　
	集計数
	放送番組制作業以外の事業内容（複数回答）

	
	
	映画制作
	放送以外の番組制作（ＯＶＡ、学習ビデオ等）
	企業ＰＲ・ビデオ制作
	ＤＶＤ制作
	Ｗｅｂ制作
	その他

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	親会社（放送業）あり
	92
	8.7
	44.6
	83.7
	53.3
	26.1
	13.0

	親会社（放送業以外）あり
	25
	28.0
	32.0
	64.0
	56.0
	16.0
	28.0

	親会社なし
	184
	16.8
	35.9
	85.9
	50.0
	29.9
	12.0


出典: 総務省平成20年度放送番組制作業実態調査統計表を基に筆者作成
表A3.9から言える事は、親会社（放送業以外）ありの制作会社の行っている放送制作業以外の事業内容に映画製作の割合が高い事が分かる。従って、映画製作が一社あたり平均売上高を上昇させている要因である可能性がある。
A3.4 今後の課題
課題の一点目は個票データの入手とその分析である。上述した経営状況比較の分析に用いたデータは、質問ごとに答えている企業が必ずしも同じではない上にどの会社がどの質問に答えているかが判明していない。従って、個票データを入手する事でどの質問にどの会社が答えているのかが判明し、それぞれの制作会社を細かく調査出来る可能性が出てくる。結果として、例えば親会社〈放送業以外〉ありの経営状況を個々に調査し、売上が高い原因を調査する事が出来る。
　課題の二点目は計量分析による仮説検証作業の実行である。個票データを入手する事により、計量モデルを用いた仮説検証作業が行える可能性が出てくる。具体的には、包絡線分析や確率フロンティア分析によって各制作会社の効率性を測定し、その効率性を親会社の有無などの経営指標で回帰するアプローチが考えられる。
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� 本報告書は、東京大学公共政策大学院における「事例研究（ミクロ経済政策・問題分析Ⅲ）」の報告書として作成されたものである。本授業を通じて指導して頂いた松村敏弘教授(東京大学)・今川拓郎氏(総務省)に深く感謝申し上げる。なお、本報告書における主張及び誤りについては、すべて我々の責任である。


� 東京大学公共政策大学院経済政策コース2年。


� 同上。


� 週刊ダイヤモンド2008年12月06日号より。


�　植田・三友[2003]では、放送局の費用関数推計を行っている。放送局の事業において「規模の経済性」が存在するものの、「範囲の経済性」は存在していないとの結論が得られた。なお、Appendixにおいて、植田・三友[2003]を含めた同様の先行研究をサーベイしているので参照されたい。


� 残り半数の所在であるが、大阪に106社、北海道に50社、愛知に52社、その他の各都道府県に10から20社ずつ存在している。


� 「下請法」における「通常支払われる対価」とは、同種又は類似の給付の内容について実際に行われている取引の価格、もしくは、市場の把握が困難な場合は、それと同種又は類似の給付の内容からの取引価格とされている。


�　完全製作委託型番組の略。「制作会社の発意と責任により製作され、企画、撮影、収録、製作、編集までをすべて自社の責任で行い、技術的な使用を満たしていつでも放送できる状態の番組としての放送事業者に納品されたもの」原則として、受注した制作会社に著作権が帰属することとなる。(東京高裁判決平成15年9月25日(平成15年(ネ)第1107号) )


�　優越的地位の濫用とは、自己の取引上の地位が相手方に優越していることを利用して、正常な商慣習に照らして不当に、次の各号のいずれかに掲げる行為をすること。


一　継続して取引する相手方に対し、当該取引に係る商品又は役務以外の商品又は役務を購入させること。


二　継続して取引する相手方に対し、自己のために金銭、役務その他の経済上の利益を提供させること。


三　相手方に不利益となるように取引条件を設定し、又は変更すること。


四　前三号に該当する行為のほか、取引の条件又は実施について相手方に不利益を与えること。


五　取引の相手方である会社に対し、当該会社の役員の選任についてあらかじめ自己の指示に従わせ、又は自己の承認を受けさせること。


� 政府規制等と競争政策に関する研究会[2001], pp.16-17を参照。


� 政府規制等と競争政策に関する研究会[2001], p.38を参照。


� 浅井[2004], pp.93-94を参照。


� イギリスは商業テレビ放送事業の選定手段としてオークション方式を導入したとの報告がある。詳しくは、政府規制等と競争政策に関する研究会[2001], p.42を参照。


� 舟田[2002], p.12を参照。


� 統合の経済性とは、C(Y1,0) + C(0,Y2) > C(Y1,Y2)が成立つことを示す。「範囲の経済性」と同義であるが、番組制作と伝送は垂直的な関係がある財のため、「統合の経済性」と植田・三友[2003]では呼称している。


� 番組費・回線使用料・番組宣伝費・ネットワーク保証費など。


� 一社分の違いは新局の伊予テレビに起因するものである。
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